
平成 14年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 14年 5月 17日

上 場 会 社 名       タカノ株式会社 上場取引所 東

コード番号       7885 本社所在都道府県

（ＵＲＬ　http://www.takano-net.co.jp） 長野県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役

　　　　  氏       名　　　　　　　　　　　　　　野溝　郁文 TEL (0265) 85 - 3150
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月 17日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 14年 6月 27日 単元株制度採用の有無　有(１単元　100 株)

１. 14年  3月期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 17,636 △ 10.6 1,195 △ 45.2 1,255 △ 43.9

13年  3月期 19,724 11.1 2,180 43.2 2,238 55.4

  
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 364 △ 69.3 23.18 - 1.6 4.2 7.1

13年  3月期 1,186 46.1 75.49 - 5.2 7.5 11.4

(注)①期中平均株式数 14年  3月期    15,721,000 株　　　13年  3月期    15,721,000 株 

    ②会計処理の方法の変更　　　無

    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

14年  3月期 17.00 0.00 17.00 267 73.4 1.1

13年  3月期 17.00 0.00 17.00 267 22.5 1.1

（注）14年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　銭

14年  3月期 29,463 23,318 79.1 1,483.25

13年  3月期 30,546 23,261 76.2 1,479.66

(注)①期末発行済株式数　14年  3月期     　15,721,000 株　13年  3月期     　15,721,000 株

 　 ②期末自己株式数　　14年  3月期 　       -       株　13年  3月期 　       -       株

２. 15年  3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 9,000 700 410 0.00 － －

通　　期 18,200 1,500 870 － 17.00 17.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             55円 34銭

※上記の予想は、現時点で入手された情報に基づき判断した予想であり、潜在的なリスクや不確実性が含まれております。従いまして、実際の
　業績は様々な要因により、これらの業績予想とは異なることがありますことをご承知おき下さい。

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

１株当たり株主資本株主資本比率株  主  資　本総  資  産

１株当たり年間配当金

当 期 純 利 益
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（単位：千円、千円未満切捨）

期別

科目 金額 構成比 金額 構成比 金額

（資　産　の　部） ％ ％

Ⅰ 流　動　資　産

1. 現 金 及 び 預 金 6,826,555 6,995,166 168,610

2. 受 取 手 形 ※3､5 382,182 695,537 313,355

3. 売 掛 金 ※3 9,059,815 6,876,500 △ 2,183,315

4. 有 価 証 券 49,955 － △ 49,955

5. 製 品 285,959 393,973 108,014

6. 原 材 料 450,868 420,813 △ 30,054

7. 仕 掛 品 696,898 659,758 △ 37,139

8. 貯 蔵 品 11,262 14,444 3,181

9. 前 渡 金 5,993 11,284 5,291

10. 前 払 費 用 10,112 10,530 417

11. 繰 延 税 金 資 産 108,463 186,179 77,715

12. 未 収 入 金 274,178 216,322 △ 57,856

13. そ の 他 3,618 11,300 7,682

14. 貸 倒 引 当 金 △ 37,588 △ 18,532 19,055

流 動 資 産 合 計 18,128,276 59.3 16,473,280 55.9 △ 1,654,996

Ⅱ 固　定　資　産

 (1)有 形 固 定 資 産

1. 建 物 ※1､2 1,838,824 1,720,352 △ 118,472

2. 構 築 物 ※1､2 124,775 110,480 △ 14,295

3. 機 械 及 び 装 置 ※1､2 1,127,741 1,064,649 △ 63,092

4. 車 両 及 び 運 搬 具 ※1 12,072 16,693 4,621

5. 工 具 器 具 及 び 備 品 ※1 350,868 335,872 △ 14,996

6. 土 地 ※2 4,506,601 4,530,483 23,882

7. 建 設 仮 勘 定 2,346 6,103 3,756

有 形 固 定 資 産 合 計 7,963,230 26.1 7,784,635 26.4 △ 178,595

 (2)無 形 固 定 資 産

1. 借 地 権 ※2 10,162 10,162 －

2. ソ フ ト ウ ェ ア 146,783 78,321 △ 68,461

3. そ の 他 83,951 76,354 △ 7,596

無 形 固 定 資 産 合 計 240,897 0.8 164,838 0.6 △ 76,058

増減

個 別 財 務 諸 表

(1) 貸 借 対 照 表

第49期第48期
（平成14年3月31日現在）（平成13年3月31日現在）
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（単位：千円、千円未満切捨）

期別

科目 金額 構成比 金額 構成比 金額

 (3)投 資 そ の 他 の 資 産 ％ ％

1. 投 資 有 価 証 券 3,273,073 3,491,000 217,926

2. 関 係 会 社 株 式 571,924 537,410 △ 34,513

3. 関 係 会 社 長 期 貸 付 金 － 623,400 623,400

4. 出 資 金 51,153 48,351 △ 2,801

5. 長 期 前 払 費 用 630 2,495 1,864

6. 繰 延 税 金 資 産 304,350 326,717 22,367

7. そ の 他 13,726 14,462 735

8. 貸 倒 引 当 金 △ 1,100 △ 2,658 △ 1,558

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 4,213,758 13.8 5,041,179 17.1 827,420

固 定 資 産 合 計 12,417,886 40.7 12,990,653 44.1 572,766

資 産 合 計 30,546,163 100.0 29,463,933 100.0 △ 1,082,229

増減
第49期第48期

（平成14年3月31日現在）（平成13年3月31日現在）
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（単位：千円、千円未満切捨）

期別

科目 金額 構成比 金額 構成比 金額

（負　債　の　部） ％ ％

Ⅰ 流　動　負　債

1. 支 払 手 形 ※3 3,183,316 2,409,594 △ 773,721

2. 買 掛 金 ※3 1,205,455 1,181,689 △ 23,766

3. 一年内返済予定長期借入金 ※2 171,200 117,600 △ 53,600

4. 未 払 金 213,824 479,137 265,312

5. 未 払 費 用 204,852 200,554 △ 4,298

6. 未 払 法 人 税 等 472,457 159,070 △ 313,387

7. 未 払 消 費 税 等 50,656 18,273 △ 32,383

8. 預 り 金 109,704 105,313 △ 4,391

9. 賞 与 引 当 金 325,547 343,970 18,423

10. 設 備 支 払 手 形 63,262 45,299 △ 17,962

11. そ の 他 553 51 △ 502

流 動 負 債 合 計 6,000,832 19.6 5,060,554 17.2 △ 940,277

Ⅱ 固　定　負　債

1. 長 期 借 入 金 ※2 149,300 31,700 △ 117,600

2. 退 職 給 付 引 当 金 1,059,992 970,385 △ 89,607

3. 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 74,300 83,100 8,800

固 定 負 債 合 計 1,283,592 4.2 1,085,185 3.7 △ 198,407

負 債 合 計 7,284,424 23.8 6,145,739 20.9 △ 1,138,685

（資　本　の　部）

Ⅰ 資    本    金 ※4 2,015,900 6.6 2,015,900 6.8 －

Ⅱ 資 本 準 備 金 2,157,140 7.1 2,157,140 7.3 －

Ⅲ 利 益 準 備 金 503,975 1.6 503,975 1.7 －

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金

 (1) 任 意 積 立 金 16,559,600 17,709,600 1,150,000

1. 退 職 手 当 積 立 金 159,600 159,600 －

2. 別 途 積 立 金 16,400,000 17,550,000 1,150,000

 (2) 当期未処分利益 1,975,487 918,070 △ 1,057,417

そ の 他 の 剰 余 金 合 計 18,535,087 60.7 18,627,670 63.2 92,582

Ⅴ その他有価証券評価差額金 49,635 0.2 13,508 0.1 △ 36,127

資 本 合 計 23,261,738 76.2 23,318,194 79.1 56,455

負 債 資 本 合 計 30,546,163 100.0 29,463,933 100.0 △ 1,082,229

増減
第48期

（平成13年3月31日現在）
第49期

（平成14年3月31日現在）
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（単位：千円、千円未満切捨）

期別

増減

科目 金額 百分比 金額 百分比 金額
％ ％

Ⅰ 売 上 高 ※1 19,724,575 100.0 17,636,360 100.0 △ 2,088,214

Ⅱ 売 上 原 価 15,405,665 78.1 14,300,727 81.1 △ 1,104,938

売 上 総 利 益 4,318,909 21.9 3,335,632 18.9 △ 983,276

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,138,550 10.8 2,140,408 12.1 1,857

1. 発 送 費 169,710 221,195 51,484

2. 広 告 宣 伝 費 182,989 84,706 △ 98,283

3. 役 員 報 酬 148,515 123,996 △ 24,519

4. 給 料 手 当 418,375 415,559 △ 2,816

5. 旅 費 交 通 費 114,937 117,360 2,422

6. 賞 与 引 当 金 繰 入 額 77,647 86,894 9,247

7. 退 職 給 付 費 用 30,706 29,328 △ 1,377

8. 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 8,400 8,800 400

9. 減 価 償 却 費 127,640 115,620 △ 12,020

10. 研 究 開 発 費 ※2 340,629 406,589 65,959

11. 支 払 手 数 料 103,701 113,905 10,203

12. そ の 他 415,296 416,453 1,156

営 業 利 益 2,180,358 11.1 1,195,224 6.8 △ 985,134

Ⅳ 営 業 外 収 益 95,861 0.5 89,082 0.5 △ 6,778

1. 受 取 利 息 16,090 11,398 △ 4,692

2. 有 価 証 券 利 息 26,311 31,503 5,191

3. 受 取 配 当 金 15,188 16,441 1,253

4. 為 替 差 益 13,442 2,200 △ 11,241

5. 固 定 資 産 賃 貸 料 6,514 6,663 149

6. 雑 収 入 18,314 20,875 2,560

Ⅴ 営 業 外 費 用 37,387 0.2 28,561 0.2 △ 8,826

1. 支 払 利 息 7,666 4,500 △ 3,165

2. 固 定 資 産 除 売 却 損 ※3 27,615 16,975 △ 10,639

3. 雑 損 失 2,105 7,085 4,979

経 常 利 益 2,238,833 11.4 1,255,746 7.1 △ 983,087

Ⅵ 特 別 利 益 91,559 0.5 102,495 0.6 10,936

1. 固 定 資 産 売 却 益 ※4 6,828 373 △ 6,454

2. 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 － 17,391 17,391

3. 退職給付会計基準変更時差異処理額 84,731 84,731 －

Ⅶ 特 別 損 失 288,695 1.5 670,125 3.8 381,429

1. 固 定 資 産 除 却 損 ※5 36,043 18,620 △ 17,423

2. 投 資 有 価 証 券 評 価 損 11,749 48,714 36,964

3. 役 員 退 職 慰 労 金 240,400 － △ 240,400

4. 製 品 補 修 損 失 － 602,790 602,790

5. そ の 他 502 － △ 502

税 引 前 当 期 純 利 益 2,041,696 10.4 688,116 3.9 △ 1,353,580

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 774,749 398,660 △ 376,089

法 人 税 等 調 整 額 80,163 0.5 △ 74,883 △ 0.4 △ 155,046

当 期 純 利 益 1,186,783 6.7 364,339 2.1 △ 822,443

前 期 繰 越 利 益 548,304 553,730 5,426

退 職 手 当 積 立 金 取 崩 額 240,400 － △ 240,400

当 期 未 処 分 利 益 1,975,487 918,070 △ 1,057,417

(2) 損 益 計 算 書

第49期第48期

自 平成13年4月 1日
至 平成14年3月31日

自 平成12年4月 1日
至 平成13年3月31日
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（単位：円）

期別 第48期

株主総会承認日 第49期
平成13年6月28日

科目 金額 金額 金額

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益 1,975,487,980          918,070,463            △1,057,417,517

Ⅱ 利 益 処 分 額

1. 利 益 配 当 金 267,257,000            267,257,000            －

　　1株につき 　　1株につき
　　普通配当17円00銭 　　普通配当17円00銭

2. 役 員 賞 与 金 4,500,000              3,500,000              △ 1,000,000

（うち監査役賞与金） (400,000) (400,000) －

3. 任 意 積 立 金

別 途 積 立 金 1,150,000,000          200,000,000            △950,000,000

Ⅲ 次 期 繰 越 利 益 553,730,980            447,313,463            △106,417,517

増減

(3) 利 益 処 分 案
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重要な会計方針 

項目 
第48期 

（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

第49期 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

(1）子会社株式及び関連会社株式 (1）子会社株式及び関連会社株式 １．有価証券の評価基準及び

評価方法 移動平均法による原価法 同左 

 (2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

 時価のあるもの 

決算日の市場価格等にもとづく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

(1）製品、原材料および仕掛品 (1）製品、原材料および仕掛品 ２．棚卸資産の評価基準及び

評価方法 総平均法による原価法 同左 

 (2）貯蔵品 (2）貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法 同左 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 ３．固定資産の減価償却の方

法 定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物     15年・31年～50年 

構築物    10年～50年 

機械装置   ７年～13年 

車輌運搬具  ４年～６年 

工具器具備品 ２年～10年 

同左 

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

 定額法 

なお、主な償却期間は以下のとおり

であります。 

ソフトウェア（自社利用） 

社内における見込利

用可能期間（５年） 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

等により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し回収不能見込額を計上しており

ます。 

同左 
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項目 
第48期 

（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

第49期 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額を計上しております。 

同左 

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額にもとづき計

上しております。 

なお、会計基準変更時差異

（423,655千円）については、５年

による均等額を収益計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法によ

り翌期から費用処理することとして

おります。 

同左 

 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充てるた

め、内規にもとづく期末要支給額を

計上しております。 

同左 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 
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追加情報 

第48期 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

第49期 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

（退職給付会計の適用） ────── 

当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成10年６月16日））を適用しております。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常

利益は35,655千円少なく、税引前当期純利益は49,075

千円多く計上されております。 

また、退職給与引当金は、退職給付引当金に含めて表

示しております。 

 

（金融商品会計の適用） ────── 

当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成11年１月22日））を適用しております。 

この変更による損益への影響は軽微であります。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

第48期 
（平成13年３月31日現在） 

第49期 
（平成14年３月31日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

受取手形 9,923,487千円
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

受取手形 10,196,003千円
 

※２ 担保に供している資産およびこれに対応する債務

は次のとおりであります。 

※２ 担保に供している資産およびこれに対応する債務

は次のとおりであります。 

(イ）担保に供している資産 (イ）担保に供している資産 
 

建物 220,167千円 

構築物 5,130 

機械及び装置 97,621 

土地 222,201 

借地権 6,110 

計 551,231 
  

 
建物 204,455千円 

構築物 4,877 

機械及び装置 90,456 

土地 222,201 

借地権 6,110 

計 528,101 
  

(ロ）上記に対応する債務 (ロ）上記に対応する債務 
 

一年内返済予定長期借入金 55,600千円 

長期借入金 87,300 

計 142,900 
  

 
一年内返済予定長期借入金 55,600千円 

長期借入金 31,700 

計 87,300 
  

すべて工場財団に係わるものであります。 すべて工場財団に係わるものであります。 

※３ 関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 

※３ 関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 
 

受取手形 8,511千円 

売掛金 4,972,707 

支払手形 189,815 

買掛金 140,827 
  

 
受取手形 367千円 

売掛金 3,727,030 

支払手形 170,236 

買掛金 172,111 
    

※４ 会社が発行する株式の総数 50,000,000株

発行済株式の総数 15,721,000株
  

  
※４ 会社が発行する株式の総数 50,000,000株

発行済株式の総数 15,721,000株
  

※５ 期末日満期手形 ※５ 期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもっ

て決済処理しております。なお、当期末日が金融

機関の休日であったため、次の期末日満期手形が

期末残高に含まれております。 

期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもっ

て決済処理しております。なお、当期末日が金融

機関の休日であったため、次の期末日満期手形が

期末残高に含まれております。 
  

受取手形 93,914千円
  

  
受取手形 54,608千円
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（損益計算書関係） 

第48期 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

第49期 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

※１ 関係会社との取引にかかわるものが次のとおり含

まれております。 

※１ 関係会社との取引にかかわるものが次のとおり含

まれております。 
  

売上高 12,322,060千円
  

  
売上高 9,873,595千円

    
※２ 一般管理費に含まれている研究

開発費 
340,629千円

  

  
※２ 一般管理費に含まれている研究

開発費 
406,589千円

  
※３ 経常的に発生する機械及び装置、工具器具及び備

品の交換による除却等にかかわる損失でありま

す。 

※３          同左 

※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 
 

機械及び装置 4,986千円

工具器具及び備品 1,841 

計 6,828 
  

 
機械及び装置 276千円

工具器具及び備品 96 

計 373 
  

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 
 

建物 2,768千円

構築物 1,107 

機械及び装置 30,852 

工具器具及び備品 1,315 

計 36,043 
  

 
機械及び装置 16,758千円

工具器具及び備品 1,861 

計 18,620 
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（リース取引関係） 

第48期 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

第49期 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 
 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装置 100,335 52,603 47,731 

車両及び運搬
具 

10,764 6,144 4,620 

工具器具及び
備品 

198,494 138,092 60,401 

合計 309,593 196,840 112,753 

  

 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装置 104,309 59,564 44,745 

車両及び運搬
具 

10,150 5,648 4,501 

工具器具及び
備品 

149,842 125,879 23,963 

合計 264,302 191,092 73,210 

  
(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 57,094千円

１年超 61,249 

合計 118,344 
  

  
１年内 37,803千円

１年超 38,766 

合計 76,570 
  

(3）当期の支払リース料、減価償却費相当額および支払

利息相当額 

(3）当期の支払リース料、減価償却費相当額および支払

利息相当額 
  

支払リース料 66,305千円

減価償却費相当額 60,059 

支払利息相当額 5,174 
  

  
支払リース料 61,549千円

減価償却費相当額 55,839 

支払利息相当額 3,352 
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

同左 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳（単位：千円）   

 第48期 
（平成13年３月31日現在）

 第49期 
（平成14年３月31日現在）

        

繰延税金資産（流動）        

賞与引当金  66,877    94,215  

未払事業税  41,584    13,945  

製品補修損失  －    78,018  

その他  2    －  

繰延税金資産（流動）合計  108,463    186,179  

        

繰延税金資産（固定）        

退職給付引当金  299,031    273,254  

役員退職慰労引当金  30,526    34,142  

貸倒引当金  451    451  

みなし配当金  31,882    31,882  

減価償却費  7,051    28,741  

投資有価証券評価損  －    25,869  

その他  1,910    164  

小計  370,855    394,506  

評価性引当額  △  31,882    △  58,368  

繰延税金資産（固定）合計  338,973    336,138  

繰延税金負債（固定）        

有価証券評価差額  △  34,623    △  9,420  

繰延税金資産（固定）の純額  304,350    326,717  

        

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目の内訳（単位：千円） 

   前期については、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分

の5以下であるため、記載を省略しております。 

 
 

 第49期 
（平成14年３月31日現在）

法定実効税率      41.09 ％ 

（調整）        

交際費等永久に損金に算入されない項目      3.36  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目      △  0.83  

法人税特別控除額      △  2.56  

住民税均等割額      1.07  

評価性引当額      3.25  

過年度法人税等      1.80  

その他      △  0.13  

税効果会計適用後の法人税等の負担率      47.05  
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（１株当たり情報） 

第48期 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

第49期 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

 
１株当たり純資産額 1,479円66銭 

１株当たり当期純利益 75円49銭 
  

 
１株当たり純資産額 1,483円25銭 

１株当たり当期純利益 23円18銭 
  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、新株引受権付社債および転換社債を発行していない

ため記載しておりません。 

同左 

 

（重要な後発事象） 

第48期 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

第49期 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

 該当事項はありません。 同左 
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役員の異動 
 

 平成 14 年6 月 27日開催予定の第49 期定時株主総会において、下記のものの選任を付議する予定でありま

す。 

 

(1) 新任取締役候補 

 取 締 役 有 賀 松 雄 （現役職  伊那工場・下島工場工場長） 

 取 締 役 窪 田 守 男 （現役職  家具部門管理部長） 

 

(2) 退任予定取締役 

 常務取締役 伊井島 幸 夫 （顧問に就任予定） 

 

 


